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平成２０年度（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで） 

事業報告書 

 

１．概要 

 

※平成２０年１０月１日、商工組合中央金庫（転換前の法人）は株式会社商工組合中

央金庫に転換いたしましたが、本概要は、平成２０年度（平成２０年４月１日から

平成２０年９月３０日まで）に係るものとして、転換前の法人についての記載です。 

 

［沿革］  

 昭和１１年 ５月 商工組合中央金庫法公布（６月施行） 

 昭和１１年１０月 商工組合中央金庫の設立認可 

 昭和１１年１１月 商工組合中央金庫の創立総会開催 

 昭和１１年１２月 商工組合中央金庫の設立登記完了、業務開始、本所及び札幌ほ

か６支所開設 

 昭和６０年 ５月 商工組合中央金庫法改正法公布（６月施行） 

 平成１８年 ６月 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律（行政改革推進法）公布・施行 

 平成１９年 ６月 株式会社商工組合中央金庫法公布（平成２０年１０月１日施行） 

 

［根拠法］  

「商工組合中央金庫法」（昭和１１年５月２７日法律第１４号）という特別の法律に

基づいて、昭和１１年１１月、政府が中小企業の組合との共同出資によって設立した

半官半民の金融機関です。 

 

［主務大臣］  

主務大臣である経済産業大臣及び財務大臣の監督の下におかれています（法第４１

条）。 

 

［目的］  

中小企業等協同組合その他主として中小規模の事業者を構成員とする団体に対する

金融の円滑を図るため、必要な業務を営むことを目的としています（法第１条）。 

 

［業務内容］ 

 

①融資業務  

設備資金や長期運転資金をはじめ、手形割引などの短期運転資金まで、中小企業の

方々が事業のために必要とする資金に対して幅広い融資を行っています。 
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 また、中小企業の方々の多様化した資金調達ニーズに応えるべく、私募債・シンジ

ケートローン・アセットベーストレンディングや売掛債権流動化等の新しい金融手法

の開発・普及にも取り組んでいます。 

 

②預金・公金資金業務  

中小企業団体（協同組合など）とその構成員（組合員）をはじめ、これらの役員の

方々、公共団体、非営利法人、金融機関、債券のお取引先などから預金をお預かりし

ています。 

 

③債券業務  

中小企業の方々に安定した資金をご提供するため、金融債である商工債を発行して

資金を調達しています。 

 

④資金証券業務  

中小企業の方々の資金調達・運用ニーズに的確に対応するため、また当金庫全体の

資金調達・運用を効率的に行うことを目的として、国内外の金融市場でマーケット業

務に積極的に取り組んでいます。 

 
⑤国際業務  

中小企業の事業活動を支援する総合金融機関として、外国送金、輸出入に関する業

務を行うとともに、海外進出に係るご支援、海外現地法人へのご融資などあらゆる海

外取引に積極的に取り組んでいます。 
 
⑥その他  

・ 金利、通貨等のデリバティブ取引 
 ・ Ｍ＆Ａに関する業務 

・ 経営情報の提供 

・ 中金会・ユース会に対する協力 

・ 経済調査活動 など 
 
［定款変更］  

本年度は定款変更を行いませんでした。 

 
［資本金額及び増減］   

株式会社商工組合中央金庫法附則第８条に基づく出資の払戻しにより、年度末（平

成２０年９月３０日）の組合出資は、平成１９年度末と比べて３億４，４７５

万円減少し、１，１７０億５，３１４万円となりました。また、政府出資は、

平成１９年度末と同額の４,０５３億６,７１０万円でありました。以上より、年

度末の資本金は、５，２２４億２，０２４万円となりました。 
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［所属団体］  

年度間で３３組合の所属がありましたが、他方、１，０８０組合が脱退（出資の払

戻しによる４４３組合を含む）となりましたので、１，０４７組合減少し、年度末の

所属団体数は ２４，７７５組合となりました。 

 

［役員］  

①
 

役員の氏名、役職、任期、経歴等（平成２０年９月３０日現在） 

氏    名 役  職 任  期 経   歴 

江 崎  格 理 事 長  平成13年6月21日 
 ～平成21年6月20日

昭和40年4月 
平成 9年7月 
平成13年6月 

通商産業省入省 
産業政策局長 
商工中金理事長 

 

木 村  幸 俊 副理事長  平成20年7月1日 
   ～平成24年6月30日

昭和47年4月 
平成17年7月 
平成18年9月 
 
平成20年7月 

大蔵省入省 
国税庁長官 
損害保険料率算出機構副理事
長 
商工中金副理事長 

 

法師人 稔 専務理事  平成14年8月31日 
 ～平成22年8月30日

昭和46年7月 
平成13年3月 
平成14年8月 
平成17年3月 

商工中金入庫 
人事部長 
理事 
専務理事 

 

伊 藤  学 理 事  平成15年8月31日 
 ～平成21年8月30日

昭和47年4月 
平成14年3月 
平成15年8月 

商工中金入庫 
総務部長 
理事 

 

安 倍  保 理 事  平成17年3月10日 
 ～平成21年3月 9日

昭和49年4月 
平成16年3月 
平成17年3月 

商工中金入庫 
総合企画部長 
理事 

 

山 本  和 茂 理 事  平成19年3月10日 
 ～平成21年3月 9日

昭和50年4月 
平成17年3月 
平成19年3月 

商工中金入庫 
営業部長 
理事 

 

新 保  昌 義 理 事  平成19年3月10日 
 ～平成21年3月 9日

昭和50年4月 
平成17年3月 
平成19年3月 

商工中金入庫 
総務部長 
理事 

 

野 村  清 二 理 事  平成20年3月10日 
 ～平成22年3月 9日

昭和51年4月 
平成17年3月 
平成20年3月 

商工中金入庫 
総合企画部長 
理事 

 

小 川  秀 樹 理 事  平成20年8月15日 
  ～平成22年8月14日

昭和52年4月 
平成18年7月 
平成18年10月
平成20年8月 

通商産業省入省 
中小企業庁次長 
防衛省防衛参事官 
商工中金理事 

 

森  英 雄 理 事  平成20年8月31日 
  ～平成22年8月30日

昭和52年4月 
平成19年3月 
平成20年8月 

商工中金入庫 
総務部長 
理事 

 

白 須  光 美 監  事  平成19年4月 1日 
   ～平成21年3月31日

昭和46年7月 
平成15年8月 
 
平成19年4月 

大蔵省入省 
（財）地域総合整備財団 
常務理事 
商工中金監事 

 

園 田  邦 一 監 事  平成20年3月10日 
 ～平成22年3月 9日

昭和51年4月 
平成18年8月 
平成20年3月 

商工中金入庫 
審査第一部長 
監事 

児 玉  洋 介 監 事  平成16年4月10日 
 ～平成22年4月 9日

平成15年5月 

平成16年4月 

全国中小企業団体中央会監事 

商工中金監事 

 

以上１３名  
  

 



 ‐4‐ 

 

 

②役員の定数  

・理事長１人、副理事長１人、理事３人以上及び監事２人以上（法第２４条、定款第

４７条第１項）。 
・専務理事を置くことができる（定款第４７条第２項）。 
 

③役員の任期  

・理事長及び副理事長の任期は４年、理事（専務理事を含む）及び監事の任期は２年

（法第２６条第３項）。 
 
④役員の異動  

                               （異動日順） 

役 職 氏 名 異動内容 

監  事  児 玉 洋 介 平成２０年４月１０日 再任 

副理事長 木 村 幸 俊 平成２０年７月 １日 就任 

理  事 迎   陽 一 平成２０年７月３１日 退任 

理  事 小 川 秀 樹 平成２０年８月１５日 就任 

理  事 荒 波 辰 也 平成２０年８月３０日 退任 

理  事 福山 登志彦      平成２０年８月３０日 退任 

専務理事 法師人 稔 平成２０年８月３１日 再任  

理  事 森  英 雄 平成２０年８月３１日 就任 

理 事 長 江 崎  格 平成２０年９月３０日 退任 

監  事 児 玉 洋 介      平成２０年９月３０日 退任 
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⑤役員給与・退職金の支給基準  

                     （平成２０年９月３０日現在） 

１．給与 
種類 支給基準 
報酬 

（月額） 
理事長     １,２１１,０００円 
副理事長    １,１０３,０００円 
専務理事    １,０１６,０００円 
理事        ９２９,０００円 
監事（常勤）    ７６６,０００円 

調整手当 
（月額） 

報酬月額×０．１６ 
 

手当 
（年額） 

｛報酬月額＋調整手当月額＋報酬月額×０.２５＋（報酬月額＋ 
調整手当月額）×０.２｝×３.３５ 

  但し、平成１８年３月３１日から引き続き任にある役員については、その任期 
  の間、以下の支給基準を適用する。 

種類 支給基準 
報酬 

（月額） 
理事長     １,２９７,０００円 
副理事長    １,１８３,０００円 
専務理事    １,０８９,５００円 
理事        ９９６,０００円 
監事（常勤）    ８２１,０００円 

調整手当 
（月額） 

報酬月額×０.１２ 
 

手当 
（年額） 

｛報酬月額＋調整手当月額＋報酬月額×０.２５＋（報酬月額＋ 
調整手当月額）×０.２｝×３.３５ 

 
２．退職慰労金 

退職の日における報酬月額×０.１２５×在籍期間（月数）×業績勘案率 
 

  ※ なお、業績勘案率については理事長が委嘱した外部の専門家で構成する業績 
    評価委員会が０．０～２．０の範囲内で決定。  
 

［従業員の状況］  

職 員 数  
平成20年9月30日現在 平成20年3月31日現在 

増  減 

男子職員 3 , 1 0 9  3 , 0 5 7  +52 

女子職員 1 , 2 6 0  1 , 1 8 3  +77 

合    計 4 , 3 6 9  4 , 2 4 0  +129 

（注１）職員数は、嘱託、臨時雇員（平成２０年９月期７５４人、平成２０年３月期７３２人）を含んでいません。 

（注２）平成１９年９月３０日現在の職員数は４，３７７人（男子職員３，１５３人、女子職員１，２２

４人）です。 
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［総代］  

出資組合の中から選挙により選出された総代が、当金庫の最高意思決定機関として

の総代会で経営上の重要事項の決議をしています（法第２３条の規定により準用する

産業組合法第３８条ノ２、定款第５３条）。 

第２０期は１３５組合が総代に選出されています。 

 

［評議員］  

主務大臣の認可を受け、理事長により任命された評議員（２０名以内）が、業務経営に

関する重要事項につき、理事長の諮問に応じています（法第２７条、定款第５１条）。 

（評議員一覧）  （平成20年9月30日現在）

氏  名 当初就任年月日 現     職 

長谷川 榮一 平成２０年 ８月２９日 中小企業庁長官 

川 北  力 平成２０年 ８月２９日 財務省大臣官房総括審議官 

町 田  勝 弘 平成２０年 ３月 ６日 農林水産省総合食料局長 

山 口  秀 平成１８年 ４月２６日 日本銀行理事 

薄 井 信 明 平成１５年 ２月１７日 国民生活金融公庫総裁 

安 居  祥 策 平成１９年 １月３０日 中小企業金融公庫総裁 

前 田 正 博 平成２０年 ８月２９日 独立行政法人中小企業基盤整備機構理事長 

佐 伯 昭 雄 平成１７年 ９月 ９日 全国中小企業団体中央会会長 

中 村  利 雄  平成１９年１２月２０日 日本商工会議所専務理事 

尾 池  良 行 平成１９年 ４月１３日 全国卸商業団地協同組合連合会会長 

村  田   保 平成１７年 ９月 ９日 全国工場団地協同組合連合会会長 

庄司 橙太郎 平成１６年 ７月２７日 全国木材協同組合連合会顧問 

桑 島 俊 彦 平成１５年 ７月 ８日 全国商店街振興組合連合会理事長 

貝 原  良 治 平成１９年 ８月 ９日 日本綿スフ織物工業組合連合会理事長 

小笠原 和俊 平成１７年 ９月１４日 愛知中央トラック事業協同組合理事長 

小 島  兼 隆 平成１９年 ８月 ９日 東京シティ協同組合顧問 

小 田 禎 彦 平成１４年 ２月１８日 和倉温泉旅館協同組合顧問 

山 下 雅 生 平成１７年 ３月２９日 日本ニット工業組合連合会副理事長 

田中丸 善保 平成２０年 ５月２９日 玉屋協力事業協同組合代表理事 

以上 １９名 
（注）任期は3年（再任を妨げない） 
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［店舗等］  

 本年度中には、店舗等の数に異同はありませんでした。なお、年度末の店舗等の数

は、本店１、支店９２（うち海外１）、出張所３、事務所６（うち海外２）の合計     

１０２です（住所等は１４頁～１７頁を参照）。 
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２．業務の実施状況 

 
［経済･金融情勢の回顧］  

 

平成２０年度上期のわが国経済をみると、サブプライムローン問題を震源とした米

国の実体経済の停滞及び金融市場の混乱の影響が欧州やアジアに波及し、輸出の増勢

が鈍化しました。原油等一次産品価格が高騰し、石油製品・食料品を中心に消費者物

価が上昇したことなどから、個人消費は下振れしました。内外需の減速や素原材料価

格の高騰から企業収益は圧迫され、設備投資は弱含みました。これらを受け鉱工業生

産は減少基調を辿り、わが国経済は停滞が続きました。 

  中小企業についてみますと、景況は悪化が続き、総じて厳しさを増しました。当金

庫の「中小企業月次景況観測」によると、素原材料価格の高騰を受けた仕入価格の急

上昇を、販売価格に十分転嫁できないなか、売上高の増勢が内外需の減速を受け鈍化

し、採算は大変厳しい状況が続きました。こうした状況から、中小企業の倒産件数は

増加傾向で推移しました。 

金融面につきましては、長期金利（新発１０年国債利回り）は夏場にかけインフレ

懸念が意識され、１．８％台まで上昇する局面がみられましたが、その後は金融危機

の深刻化に連れて景気後退懸念が強まり、１．５％前後での推移となりました。短期

金融市場では９月に入り米国大手金融機関の破綻などを受けて欧米のドル資金市場で

流動性がほぼ枯渇する事態に陥りました。日本市場も余波を受け、日本銀行は欧米中

央銀行との政策協調などを通じ資金供給の拡大を図りました。 

金融危機の深刻化、実体経済の悪化懸念から日経平均株価は９月末に１１，０００

円台まで下落しました。円／ドル相場は夏場にかけやや円安となりましたが、その後

は反転し、１０５円前後で推移しました。 

 

［業務の実施状況］ 

 
①貸出金  

 年度末の貸出金残高は、前年度末対比１，８２８億円減の８兆９，３２１億円とな

りました。また、業種別構成では、製造業が３４．０％、卸・小売業が３０．８％、

サービス業ほかが３５．２％となっています。貸出金残高のうち信用組合等委託代理

貸付については、年度末の代理店総数は１４８、貸付金残高は８６億円となりました。 

 
②有価証券  

 年度末の有価証券保有残高は、前年度末対比１００億円増の１兆４，７３５億円と

なりました。 
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③債券  

 債券発行高については、利付債が１，０２８億円減少、割引債が９８６億円減少し、

年度間で２，０１４億円減少しました。その結果、年度末の債券発行高は６兆６，

２０５億円となりました。 

 債券発行高のうち、政府による引受の残高は２５１億円となっています。 

また、利付債には、１年利付債３，４６２億円、３年利付債１兆６，１０４億円、

７年利付債２５４億円及び１０年利付債１，１４６億円が含まれています。 

 
④預金  

年度末の預金残高は、前年度末対比６７０億円増の２兆７，２２１億円となりまし

た。 

 
⑤譲渡性預金  

年度末の譲渡性預金残高は、前年度末対比５１億円減の４７億円となりました。 

 
⑥借用金  

年度末の借用金残高は、前年度末対比１１億円増の６８８億円となりました。 

 
⑦証券業務  

国債等のディーリングについては、年度間の売買高が０．６億円となりました。 

年度末の商品有価証券保有残高は１億円となりました。 

 
⑧外国為替  

貿易取扱高は前年同期対比３１１百万ドル増加、貿易外取扱高は前年同期対比１６

３百万ドル増加、資本取引は前年同期対比６３百万ドル増加し、年度間の外国為替取

扱高は、２５億６２百万ドルとなりました。 

 
⑨内国為替  

  年度間の内国為替取扱高は、１１兆７，２３５億円となりました。 

 
⑩受託業務  

貸付の受託業務については、年度末で貸付取扱件数が９４，９５４件、貸付取扱

残高が５，２５４億円となりました。収納の受託業務については、年度間の取扱件数

が３７１千件、取扱金額が１，２１２億円となりました。 

（貸付業務受託先）中小企業金融公庫、独立行政法人 福祉医療機構、財団法人日本船舶振興会、財団法人自転車産業振興

協会、国民生活金融公庫、独立行政法人 中小企業基盤整備機構、独立行政法人 雇用・能力開発機構、沖縄振興開発金融

公庫 

（収納業務受託先）日本銀行、地方公共団体、日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、

エヌ･ティ･ティ･コミュニケーションズ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、日本放送協会、電力会社９社、

ガス会社３３社、独立行政法人 勤労者退職金共済機構、独立行政法人 中小企業基盤整備機構 
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⑪私募債業務、信託契約代理業務・債権流動化業務  

私募債業務については、従来より取組みを行っている担保附私募債に加えて、平成

１２年４月より「特定社債保証制度」に基づく信用保証協会保証付私募債、平成１４

年２月より当金庫保証付私募債を開始し、累計で４，２１５件、４，６４０億円の実

績となりました。 

信託契約代理業務については、年金信託が累計で１２先、更に取引先の売掛債権流

動化支援のため平成１２年２月より開始した金銭債権信託に積極的に取組みました。 

信託方式による取引先の売掛債権流動化実績は累計で６２先２，２５８件、    

６，８６６億円の実績となりました。また、平成１４年７月からは、中小企業の保有

する売掛債権（手形）を当金庫が直接取得することにより資金提供を行う手形ファク

タリングの取扱を開始し、累計で５１先１，５８３億円の実績となりました。 

 

⑫シンジケートローン、アセットベーストレンディング  

 シンジケートローンについては、資金調達ニーズへの対応、地域密着型金融の推進

の観点から、主幹事案件の組成並びに案件参加の双方に積極的に取り組んでおり、本

年度は５９件６５６億円の案件を組成するとともに、８８件２５５億円の参加を行い

ました。また平成１７年５月からは、売掛債権、在庫等、事業のライフサイクルに着

目した手法としてアセットベーストレンディングの取扱いを開始し、当金庫単独での

資金供給と地域金融機関等と協調した取組みを合わせ累計３４件４５億円の実績とな

りました。 

 

⑬デリバティブ業務  

 金利スワップやクーポンスワップ等のデリバティブ業務については、お客さまの金

利や為替の変動に対する財務リスクマネジメントを支援するため積極的に取り組んで

おります。本年度は金利スワップ２０７件、想定元本合計５４２億円、クーポンスワ

ップ１３６件、想定元本合計１，３５７億円の実績となりました。 

 

⑭収支状況  

 本年度は、経常収益１，０５４億１１百万円に対して、経常費用１，０９７億４１

百万円となりましたので、経常損失は４３億３０百万円となりました。また、特別利

益１億１百万円、特別損失２億６４百万円、法人税、住民税及び事業税７億３９百万

円、法人税等調整額８１億円を加減算しました結果、当期純利益は２８億６７百万円

となりました。 
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３．借入金、財政融資資金等借入金、国庫補助金等  

                                                             （単位：百万円） 

 平成２０年度 平成１９年度 増   減 

借 入 金 
日 本 銀 行 
保 険 会 社 
地方公共団体 
そ の 他 

６８,８６９ 
－ 

４０,０００ 
３，９１４ 
２４,９５５ 

６７,７１９ 
９,３００ 

４０,０００ 
４５１ 

１７,９６７ 

 
 
 
 
 
 

１，１５０ 
△９，３００ 

－ 
 ３，４６２ 

６,９８７ 

財政融資資金 
  出 資 金 

財政投融資特別会計投資勘定 
  利付債券引受 

財 政 融 資 資 金 

     － 
     － 
     － 
     －

     －

－ 
     － 
     － 
     － 

     － 

     － 
     － 
     － 
     －

          －

国庫補助金 
一般会計 

中小企業等災害復旧資金利子補給金 

－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 

（注）借入金は年度末の残高であり、財政融資資金・国庫補助金は年度間に受け入れがないことを表して

います。  

 

４．資金供給業務としての出資･出資比率20％以上の出資先  

 取引先の皆さま方からの自己資本充実のニーズに応えるための構成員株式の取得

（法第２８条第１項第１０号）につきましては、年度間で１先取得し、年度末の株式

取得先数は３６２先、株式保有残高は１７１億円となりました。 
 なお、出資比率２０％以上の先は該当ありません。 
 
５．子会社、関連会社、関連公益法人等  
 

 関連公益法人 

会 社 名 （財）商工総合研究所 

所 在 地 東京都江東区木場５―１１―１７ 

主な業務内容 

中小企業の金融・組織化・産業構造等に

関する調査、中小企業に関する調査研究

に対する助成 

設 立 年 月 日 昭和６１年１２月２６日 

資本金（基本財産） ７５０百万円 

当金庫出資（出捐）比率 ９２.０％ 

役 員 

    理事長   児玉  幸治 

              他役員１０名 

            （うち兼任１名） 

従 業 員 １１名 

  ｢商工組合中央金庫法施行規則｣第27条ノ6第1項第6号で定める子会社、関連会社はありません。 
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６．関係会社等の概況（商工中金との関係を含む）  

（財）商工総合研究所と当金庫との関係について 

わが国中小企業の健全な発展を図り、もってわが国経済の一層の発展に寄与するた

め、中小企業の金融、組織化等に関する調査研究、中小企業に関する調査研究に対す

る助成等を行うことは極めて重要であると考え、当金庫はこれらの事業を行う（財）

商工総合研究所に出捐するとともに、事業推進に要する経費の一部を助成しています。 
 
７．商工中金が対処すべき課題 

 
当金庫がより一層お客さまの信頼に応え、所属団体及びその構成員の皆さまの成

長・発展に積極的に貢献していくためには、中小企業金融の円滑化に万全を期すとと

もに、経営体質の強化を図っていくことが重要であると考えています。 
皆さまご承知のとおり、平成１９年５月に成立した株式会社商工組合中央金庫法に

より、当金庫は平成２０年１０月に特殊会社（特別の法律に基づく株式会社）に移行

し、その後おおむね５年から７年を目途として政府株式の全部が処分され、中小企業

金融機能を維持するために必要な措置が講じられたうえで完全民営化されることとな

りました。 
平成２０年１０月、新体制に移行いたしましたが、その後の完全民営化の道筋をよ

り確固たるものとするために、目指すべき方向として「企業理念」を制定し、その｢企

業理念｣に当金庫の使命として以下を掲げました。 
 
・中小企業による中小企業のための金融機関である商工中金にとって、お客さまの

成長こそが私たちの成長です。 
・私たちは、お客さまの立場になって長期的な視点で企業を見つめ、創業以来培っ

てきた中小企業経営への深い理解力と先進的な金融手法を始めとする総合金融サ

ービス、そして、全国に展開するネットワーク力を最大限に活かし、企業のライ

フステージに応じたソリューションでお客さまの持続的成長を支援して参ります。 
・お客さまと分かち合った無数の喜びが、各地で実を結び、やがて日本の新たな力

を創造していく、これこそが私たち商工中金の使命です。 
 
この使命を実現するため、移行期の前半を対象期間(平成２０年１０月～平成２４年

３月)とする第一次中期経営計画を策定しスタートさせました。今次中期経営計画では、

①中小企業の企業価値向上、②資金調達基盤の拡充、③健全な経営基盤の構築、④内

部態勢整備の４つの戦略を置き、この体系の下で以下の取組みを実践して参ります。 
中小企業を巡る金融・経済環境の変化に対し、長期的な取引スタンスに基づく安定

的な資金供給とセーフティネット機能の発揮に取り組みます。特に、最近の金融・経

済環境の悪化の影響から、資金繰りに不安を抱える中小企業も増加しており、お客さ

まからの相談に対しては、これまで培ってきた目利き能力を存分に発揮し、懇切・丁

寧かつ迅速な対応に最大限努めて参ります。また、新たな手法や外部機関等との連携

を通じた多角的な再生手法を活用することにより、企業再生に向けた取組みを一層強

化いたします。 
更にお客さまの経営上の課題や社会的課題への対応を目的とした総合支援策等を活

用し、地方公共団体等との連携に積極的に取り組んで参ります。 
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加えて、株式会社化を機に新たに措置された事業承継貸付や海外現地法人に対する

直接保証等にかかわる機能を最大限に活用し、お客さまのニーズに即したより高度な

提案ができるよう、取り組んで参ります。 
また、「資金調達基盤の拡充」「健全な経営基盤の構築」に引き続き積極的に取り組

むほか、これまで以上に顧客満足度を高め、社会や顧客の信頼をより強固なものにし

ていくため、コンプライアンスの徹底等、「内部管理態勢整備」の高度化へ不断に取り

組んで参ります。 
こうした取組みを着実に進めていくことが、中小企業の持続的成長を通じた企業価

値向上に繋がるとともに、当金庫自らの価値向上をもたらすものと考えております。 
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（店舗等一覧）                  （平成２０年９月３０日現在） 

   〒           住    所                     電話番号 

本    店 104-0028 中央区八重洲２－１０－１７ ０３（３２７２）６１１１ 

札    幌 060-0042 札幌市中央区大通西４－１ ０１１（２４１）７２３１ 

函    館 040-0063 函館市若松町３－６ ０１３８（２３）５６２１ 

帯    広 080-0013 帯広市西三条南６－２０－１ ０１５５（２３）３１８５ 

釧路事務所 085-0847 釧路市大町１－１－１ ０１５４（４２）０６７１ 

旭    川 070-0035 旭川市五条通９－１７０３－８１ ０１６６（２６）２１８１ 

青    森 030-0823 青森市橋本１－４－５ ０１７（７３４）５４１１ 

八    戸 031-0086 八戸市大字八日町４０－２ ０１７８（４５）８８１１ 

盛    岡 020-0021 盛岡市中央通３－４－６ ０１９（６２２）４１８５ 

仙    台 980-0021 仙台市青葉区中央２－１０－３０ ０２２（２２５）７４１１ 

秋    田 010-0001 秋田市中通２－４－１９ ０１８（８３３）８５３１ 

山    形 990-0038 山形市幸町２－１ ０２３（６３２）２１１１ 

酒    田 998-0044 酒田市中町２－６－２２ ０２３４（２４）３９２２ 

福    島 960-8031 福島市栄町８－１ ０２４（５２２）２１７１ 

会津若松事務所 965-0816 会津若松市南千石町６－５ ０２４２（２６）２６１７ 

水    戸 310-0021 水戸市南町３－５－７ ０２９（２２５）５１５１ 

宇 都 宮 320-0861 宇都宮市西１－１－１５ ０２８（６３３）８１９１ 

足    利 326-0814 足利市通２－２７５１ ０２８４（２１）７１３１ 

前    橋 371-0026 前橋市大手町２－６－１７ ０２７（２２４）８１５１ 

さいたま 330-0064 さいたま市浦和区岸町４－２５－１３ ０４８（８２２）５１５１ 

熊    谷 360-0042 熊谷市本町２－９５ ０４８（５２５）３７５１ 

千    葉 260-0028 千葉市中央区新町３－１３ ０４３（２４８）２３４５ 

松    戸 271-0092 松戸市松戸１８４６－２ ０４７（３６５）４１１１ 

新 木 場 136-0082 江東区新木場１－１８－６ ０３（５５６９）１７１１ 

神    田 101-0045 千代田区神田鍛冶町３－３－１２ ０３（３２５４）６８１１ 

渋    谷 150-0002 渋谷区渋谷２－１７－５ ０３（３４８６）６５１１ 

八 王 子 192-0081 八王子市横山町２－５ ０４２（６４６）３１３１ 

上    野 110-0005 台東区上野１－１０－１２ ０３（３８３４）０１１１ 

大    森 143-0016 大田区大森北１－１－１０ ０３（３７６３）１２５１ 

京浜島出張所 143-0003 大田区京浜島２－１０－２ ０３（３７９９）０３３１ 

押    上 130-0002 墨田区業平３－１０－８ ０３（３６２４）１１６１ 

浦安出張所 279-0025 浦安市鉄鋼通り２－１－６ ０４７（３５５）８０１１ 

新    宿 160-0023 新宿区西新宿１－２２－２ ０３（３３４０）１５５１ 
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   〒           住    所                     電話番号 

深    川 135-0042 江東区木場５－１１－１７ ０３（３６４２）７１３１ 

東    京 105-0012 港区芝大門２－１２－１８ ０３（３４３７）１２３１ 

池    袋 171-0022 豊島区南池袋１－２１－１０ ０３（３９８８）６３１１ 

横    浜 231-0003 横浜市中区北仲通４－４０ ０４５（２０１）３９５２ 

川    崎 210-0007 川崎市川崎区駅前本町２６－４ ０４４（２４４）１１０１ 

横浜西口 220-0004 横浜市西区北幸１－１１－１ ０４５（３１４）３２１１ 

新    潟 951-8061 新潟市中央区西堀通四番町８１６－１０ ０２５（２２８）２１８１ 

長    岡 940-0061 長岡市城内町１－２－１０ ０２５８（３５）２１２１ 

甲    府 400-0032 甲府市中央１－６－１６ ０５５（２３３）１１６１ 

長    野 380-0814 長野市西鶴賀町１４８３－１１ ０２６（２３４）０１４５ 

松    本 390-0811 松本市中央１－２３－１ ０２６３（３５）６２１１ 

諏    訪 392-0026 諏訪市大手１－１４－６ ０２６６（５２）６６００ 

岐    阜 500-8828 岐阜市若宮町９－１６ ０５８（２６３）９１９１ 

高山事務所 506-0025 高山市天満町５－１ ０５７７（３２）３３５３ 

静    岡 420-0853 静岡市葵区追手町６－３ ０５４（２５４）４１３１ 

浜    松 430-0917 浜松市中区常盤町１３３－１ ０５３（４５４）１５２１ 

沼    津 410-0832 沼津市御幸町１７－５ ０５５（９３１）２９２４ 

熱    田 456-0018 名古屋市熱田区新尾頭２－２－３３ ０５２（６８２）３１１１ 

名 古 屋 460-0003 名古屋市中区錦３－２３－１８ ０５２（９５１）７５８１ 

豊    橋 440-0897 豊橋市松葉町３－７１－２ ０５３２（５２）０２２１ 

   津    514-0032 津市中央６－３０ ０５９（２２８）４１５５ 

四 日 市 510-0074 四日市市鵜の森１－３－２０ ０５９（３５１）４８７１ 

富    山 930-0083 富山市総曲輪３－１－２１ ０７６（４２１）４１２６ 

高    岡 933-0021 高岡市下関町２－１０ ０７６６（２５）５４３１ 

金    沢 920-0964 金沢市本多町３－１－２５ ０７６（２２１）６１４１ 

福    井 910-0005 福井市大手３－１４－９ ０７７６（２３）２０９０ 

大    津 520-0047 大津市浜大津１－２－２２ ０７７（５２２）６７９１ 

彦    根 522-0073 彦根市旭町９－３ ０７４９（２４）３８３１ 

京    都 604-0953 京都市中京区富小路通御池上ル守山町156-3 ０７５（２２１）３１８１ 

大    阪 550-0011 大阪市西区阿波座１－７－１３ ０６（６５３２）０３０９ 

   堺    590-0972 堺市堺区竜神橋町２－１－２ ０７２（２３２）９４４１ 

梅    田 530-0012 大阪市北区芝田２－１－１８ ０６（６３７２）６５５１ 

船    場 542-0081 大阪市中央区南船場１－１８－１７ ０６（６２６１）８４３１ 

箕面船場 562-0035 箕面市船場東２－５－４７ ０７２（７２９）９１８１ 

東 大 阪 577-0013 東大阪市長田中２－１－３２ ０６（６７４６）１２２１
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       〒           住    所                     電話番号 

神    戸 650-0032 神戸市中央区伊藤町１１１ ０７８（３９１）７５４１ 

姫    路 670-0015 姫路市総社本町１１１ ０７９（２２３）８４３１ 

尼    崎 660-0892  尼崎市東難波町５－１９－８ ０６（６４８１）７５０１ 

奈    良 630-8227 奈良市林小路町８－１ ０７４２（２６）１２２１ 

和 歌 山 640-8033 和歌山市本町３－２７ ０７３（４３２）１２８１ 

鳥    取 680-0023 鳥取市片原２－２１８ ０８５７（２２）３１７１ 

米    子 683-0067 米子市東町１６８ ０８５９（３４）２７１１ 

松    江 690-0887 松江市殿町２１０ ０８５２（２３）３１３１ 

浜田事務所 697-0027 浜田市殿町１２４－２ ０８５５（２３）３０３３ 

岡    山 700-0818 岡山市蕃山町４－１ ０８６（２２５）１１３１ 

広    島 730-0051 広島市中区大手町２－１－２ ０８２（２４８）１１５１ 

広島西部 733-0833 広島市西区商工センター１－１４－１ ０８２（２７７）５４２１ 

福    山 720-0814 福山市光南町１－１－３０ ０８４（９２２）６８３０ 

下    関 750-0016 下関市細江町１－１－１３ ０８３（２２３）１１５１ 

徳    山 745-0034 周南市御幸通１－１０ ０８３４（２１）４１４１ 

徳    島 770-0901 徳島市西船場町２－３０ ０８８（６２３）０１０１ 

高    松 760-0052 高松市瓦町１－３－８ ０８７（８２１）６１４５ 

松    山 790-0001 松山市一番町２－６－４ ０８９（９２１）９１５１ 

高    知 780-0870 高知市本町４－２－４６ ０８８（８２２）４４８１ 

福    岡 810-0001 福岡市中央区天神１－１３－２１ ０９２（７１２）６５５１ 

福岡流通ｾﾝﾀ-出張所 813-0034 福岡市東区多の津１－７－１ ０９２（６２２）２８２１ 

久 留 米 830-0032 久留米市東町４２－２１ ０９４２（３５）３３８１ 

北 九 州 802-0003 北九州市小倉北区米町２－１－２ ０９３（５３３）９５６７ 

佐    賀 840-0815 佐賀市天神１－１－２４ ０９５２（２３）８１２１ 

長    崎 850-0841 長崎市銅座町２－１３ ０９５（８２３）６２４１ 

佐 世 保 857-0053 佐世保市常盤町４－２１ ０９５６（２３）８１４１ 

熊    本 860-0846 熊本市城東町２－２３ ０９６（３５２）６１８４ 

大    分 870-0034 大分市都町２－１－６ ０９７（５３４）４１５７ 

宮    崎 880-0812 宮崎市高千穂通１－７－３８ ０９８５（２４）１７１１ 

鹿 児 島 892-0847 鹿児島市西千石町１７－２４ ０９９（２２３）４１０１ 

那    覇 900-0015 那覇市久茂地２－２２－１０ ０９８（８６６）０１９６ 
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               住    所                     電話番号 

ニューヨーク 666Fifth Avenue,14th Floor,       １２１２（５８１）２８００ 

New York,N.Y.10103 U.S.A. 

                                                   

香港駐在員事務所 Suite 4004,Two Exchange Square,   ８５２（２５２４）５１１１ 

8 Connaught Place,Central, 

Hong Kong 

                           

上海駐在員事務所 上海市延安西路2201号   ８６２１（６２７５）３８６０ 

上海国際貿易中心大厦1706室 
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平 成 ２ ０ 年 度 財 産 目 録 
（第７９回事業年度） 

平成２０年９月３０日現在 
 資 産 の 部                                                           (単位：百万円)  

科 目                 摘 要                金 額              

   貸 出 金                

      証 書 貸 付              

      手 形 貸 付              

      当 座 貸 越              

      割 引 手 形              

   外 国 為 替                

      買 入 外 国 為 替              

      取 立 外 国 為 替              

      外 国 他 店 預 け              

   有 価 証 券                

      国 債              

      地 方 債                

      社 債              

      株 式              

      そ の 他 の 証 券              

   特 定 取 引 資 産                

      商 品 有 価 証 券              

      特 定 金 融 派 生 商 品              

   買 入 金 銭 債 権                

   コ ー ル ロ ー ン                

   現 金 預 け 金                

      現 金              

      預 け 金              

   そ の 他 資 産                

      未 決 済 為 替 貸              

      前 払 費 用              

      未 収 収 益              

      金 融 派 生 商 品          

      そ の 他 の 資 産              

  有 形 固 定 資 産                

   建 物              

      土 地              

      リ ー ス 資 産 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産              

 

 無 形 固 定 資 産                

     ソ フ ト ウ ェ ア              

      そ の 他 の 無 形 固 定 資 産              

繰 延 税 金 資 産                

  支 払 承 諾 見 返                

      支 払 承 諾 見 返              

      代 理 貸 付 保 証 見 返 

   貸 倒 引 当 金                

 

    証書

手形

 

    手形

    額面

    額面

    額面

    株数

    額面

 

建物

土地

車輌

什器

１６３,１２３通

１９,７１４通

２２,２８１口

       １８０,４８７通

１０８口

５４３口

３８口

９１６,５６０百万円

５３,７８７百万円

４２７,７９４百万円

３４,７７２千 株

５３,５９６百万円

３８７口

１５口

２３３個所

４口

２２０,９２８平方メートル

９７,６９７平方メートル

             

４８台

        １０,４８８個

６,６９２口

 

           ２,０３６口

              ２９７口

８,９３２,１４１

６,２８６,１４５

７４８,３３８

１,４２６,７４１

４７０,９１６

８,０１５

１，１５４

２,５９９

４,２６１

１,４７３,５１０

９２０,６８３

５４,００３

４２８,８５９

２２,５４３

４７,４２０

１１,９６２

１５４

１１,８０８

３６,３６１

３,７３３

６９,５６６

２９,１８８

４０,３７７

３０,９１９

１０

１０

６,７９７

１,０４８

２３,０５２

４４,０８７

１６,１５２

２４,３０３

２,５７５

１,０５６

６,５７８

５,２７２

１,３０６

７８,５２６

７４,３１７

７０,８４５

３,４７１

△２３１,６１３
 

合 計                     

 
１０，５３８，１０８

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  



 

 

負 債 の 部                                                   （単位：百万円）  

科 目                    摘 要               金 額               

  債 券                

     債 券 発 行 高  

  預 金                

     定 期 預 金 

     通 知 預 金 

     普 通 預 金 

     当 座 預 金 

     公 金 預 金 

     そ の 他 の 預 金 

  譲 渡 性 預 金                

  借 用 金                

     借 入 金 

  特 定 取 引 負 債                

     特 定 金 融 派 生 商 品   

債券貸借取引受入担保金 

コ ー ル マ ネ ー                

  外 国 為 替                

     売 渡 外 国 為 替 

     外 国 他 店 借 

  そ の 他 負 債                

     未 決 済 為 替 借 

     未 払 費 用 

     未 払 法 人 税 等 

     前 受 収 益 

     従 業 員 預 り 金 

   金 融 派 生 商 品 

   リ ー ス 債 務 

   未 払 債 券 元 金 

     そ の 他 の 負 債 

  賞 与 引 当 金                

退 職 給 付 引 当 金                

睡 眠 債 券 等 払 戻 損 失 引 当 金 

  支 払 承 諾                

     支 払 承 諾 

     代 理 貸 付 保 証 

 

 ４９８口

２７５,３４５口

１,８４８口

３６１,５０４口

３１,１００口

７０１口

２１９,８１８口

４口

３５７口

２口

７口

１１口

４口

７２口

 

２,０３６口

２９７口

 

６,６２０,５０６

６,６２０,５０６

２,７２２,１２７

１,４７２,９２９

４９,２５６

６３１,２１４

４３６,４４５

６３,２４３

６９,０３７

４,７６４

６８,８６９

６８,８６９

６,９２５

６,９２５

４,２９８

３５,２４２

２０４

５２

１５１

２８２,６７２

１

２１,３８０

７５２

１７,６１７

７,７７８

８３８

２,５８９

２２８,６００

３,１１３

４,４３０

１９,９９９

３,６７８

７４,３１７

７０,８４５

          ３,４７１

 
合 計              

 
９,８４８,０３５

 
差 引 純 財 産 額              

 
６９０,０７３

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。                                           
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第７９回事業年度末（平成２０年９月３０日現在）貸借対照表 
 

                                                                             （単位：百万円） 
科 目                    金 額           科 目                    金 額           

（ 負 債 の 部 ）              
 債 券               
   債 券 発 行 高            
 預 金               
   定 期 預 金            
   通 知 預 金            
   普 通 預 金            
   当 座 預 金            
   公 金 預 金            
   そ の 他 の 預 金            
 譲 渡 性 預 金               
 借 用 金               
   借 入 金            
 特 定 取 引 負 債               
   特 定 金 融 派 生 商 品 
 債券貸借取引受入担保金               
 コ ー ル マ ネ ー               
 外 国 為 替               
   売 渡 外 国 為 替            
   外 国 他 店 借            
 そ の 他 負 債               
   未 決 済 為 替 借            
   未 払 費 用            
   未 払 法 人 税 等            
   前 受 収 益            
   従 業 員 預 り 金            
   金 融 派 生 商 品            
   リ ー ス 債 務            
  未 払 債 券 元 金            
   そ の 他 の 負 債            
 賞 与 引 当 金                
 退 職 給 付 引 当 金               
 睡眠債券等払戻損失引当金               

 支 払 承 諾               
   支 払 承 諾            
 代 理 貸 付 保 証            

 
６,６２０,５０６
６,６２０,５０６

  ２,７２２,１２７
  １,４７２,９２９
      ４９,２５６
     ６３１,２１４
     ４３６,４４５
       ６３,２４３
     ６９,０３７

   ４,７６４
      ６８,８６９
      ６８,８６９
       ６,９２５

６,９２５
４,２９８

３５,２４２
   ２０４

          ５２
           １５１

     ２８２,６７２
          １

       ２１,３８０
         ７５２

１７,６１７
７,７７８

８３８
２，５８９

２２８,６００
     ３,１１３

４,４３０
１９,９９９

３,６７８
７４,３１７
７０,８４５
３,４７１

負 債 の 部 合 計               ９,８４８,０３５

（ 純 資 産 の 部 ）  
 資 本 金               
   政 府 出 資 金            
   組 合 出 資 金            
 利 益 剰 余 金 
   利 益 準 備 金            
そ の 他 利 益 剰 余 金            
    任 意 積 立 金 
    特 別 積 立 金 
    当 期 未 処 分 利 益 

５２２,４２０
     ４０５,３６７
     １１７,０５３
     １６８,６５７
       ３２,４１０

１３６,２４７
      １２９,２６９
       １２９,２６９

６,９７７

出 資 者 勘 定 合 計                        ６９１,０７７

その他有価証券評価差額金               
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益               

△１,５３０

５２５

評価・換算差額等合計                        △１，００４

（ 資 産 の 部 ）              
 貸 出 金               
   証 書 貸 付            
   手 形 貸 付            
   当 座 貸 越            
   割 引 手 形            
 外 国 為 替               
   買 入 外 国 為 替            
   取 立 外 国 為 替            
   外 国 他 店 預 け            
 有 価 証 券               
   国 債            
   地 方 債            
   社 債            
   株 式            
   そ の 他 の 証 券            
 特 定 取 引 資 産               
   商 品 有 価 証 券            
   特 定 金 融 派 生 商 品            
 買 入 金 銭 債 権                
 コ ー ル ロ ー ン               
 現 金 預 け 金               
   現 金            
   預 け 金            
 そ の 他 資 産               
   未 決 済 為 替 貸            
   前 払 費 用            
   未 収 収 益            
   金 融 派 生 商 品            
  そ の 他 の 資 産 
 有 形 固 定 資 産               
   建 物            
   土 地            
   リ ー ス 資 産            
   その他の有形固定資産            
 無 形 固 定 資 産               
   ソ フ ト ウ ェ ア            
  その他の無形固定資産            
繰 延 税 金 資 産               

 支 払 承 諾 見 返               
   支 払 承 諾 見 返            
   代 理 貸 付 保 証 見 返            
 貸 倒 引 当 金               

 

８,９３２,１４１
  ６,２８６,１４５

  ７４８,３３８
  １,４２６,７４１
   ４７０,９１６

         ８,０１５
１,１５４

        ２,５９９
         ４,２６１
  １,４７３,５１０

  ９２０,６８３
      ５４,００３
     ４２８,８５９
     ２２,５４３

４７,４２０
１１,９６２

１５４
１１,８０８
３６,３６１

      ３,７３３
６９,５６６
２９,１８８

     ４０,３７７
       ３０,９１９

     １０
        １０

       ６,７９７
            １,０４８

２３,０５２
４４,０８７

      １６,１５２
２４,３０３
２，５７５

         １,０５６
        ６,５７８
        ５,２７２

１,３０６
７８,５２６
７４,３１７
７０,８４５

       ３,４７１
      △ ２３１,６１３

純 資 産 の 部 合 計                            ６９０,０７３

資 産 の 部 合 計                  １０,５３８,１０８ 負債及び純資産の部合計                        １０,５３８,１０８

 



(注) 1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

2. 金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して

利益を得る等の目的（以下｢特定取引目的｣という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対照

表上｢特定取引資産｣及び｢特定取引負債｣に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の時価により、スワップ･

先物・オプション取引等の派生商品については決算日において決済したものとみなした額により行っておりま

す。 

3. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券の

うち時価のある株式については期末前１ヵ月平均に基づいた市場価格、時価のある株式以外のものについては決

算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、時価のないものについては移動

平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部

純資産直入法により処理しております。 

4. デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価法により行っております。 

5. 有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法を採用しております。 

6. 無形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、金庫内

における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却しております。 

7. 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）が平成20年４月１日以後開始する事業年度か

ら適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針を適用しております。 

なお、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する事業年度に属する所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引につきましては、平成19年度末日における未経過リース料残高を取得価額とし、期首に取得したものとし

てリース資産に計上しております。 

これにより、従来の方法に比べ「有形固定資産」中のリース資産は2,575百万円、「その他負債」中のリース

債務は2,589百万円増加しております。なお、損益に与える影響は軽微であります。 

8. 債券繰延資産の処理方法 

債券発行費用は、支出時に全額費用として処理しております。 

9. 外貨建資産･負債及び海外支店勘定は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
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10. 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実

務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相

当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績

率等に基づき引き当てております。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債

権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てて

おります。 

貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の

受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを

貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシ

ュ・フロー見積法）により引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し､当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しており､その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

11. 賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する

額を計上しております。 

12. 退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の損益処理方法は以下のとおりであります。 

 数理計算上の差異  各発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数(14年) 

          にて、発生の翌期から定額法により損益処理 

13. 睡眠債券等払戻損失引当金は、負債計上を中止した債券等について、将来の払戻請求に応じて発生する損失を

見積り、睡眠債券等払戻損失引当金として計上しております。 

14. 当期末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する

当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施してお

りました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の｢マク

ロヘッジ｣に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したヘッジ手段の平均残存期間に応じ平成15年

度から６年間にわたって、資金調達費用として期間配分しております。 

15. 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。）に規

定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リ

スクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合

うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しておりま

す。 
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16. デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間(又は内部部門間)の内部取引については、ヘッ

ジ手段として指定している金利スワップ取引に対して、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」

という。）に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運

営を行っているため、当該金利スワップ取引から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識を行っております。

なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。 

17. 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

18. 有形固定資産の減価償却累計額   55,225百万円 

19. 有形固定資産の圧縮記帳額     18,596百万円 

20. 貸出金のうち、破綻先債権額は103,476百万円、延滞債権額は230,770百万円であります。 

  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除

く。以下｢未収利息不計上貸出金｣という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第１項第３号

のｲからﾎまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

21. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は14,452百万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

22. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は96,183百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

23. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は444,883百万円であり

ます。 

なお、20.から23.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

24. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた

銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分でき

る権利を有しておりますが、その額面金額は472,070百万円であります。 
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25. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

  有価証券                256,000百万円 

担保資産に対応する債務 

  預金                      8,107百万円 

  借用金                    6,524百万円 

  債券貸借取引受入担保金    4,298百万円 

上記のほか、為替決済、外為円決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券

209,774百万円を差し入れております。 

また、その他の資産のうち保証金・敷金等は、3,328百万円であります。 

26. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 41,000百万円

が含まれております。 

27. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する当金庫の保

証債務の額は261,258百万円であります。 

28. １口当たりの純資産額132円9銭 

29. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」「社

債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれておりま

す。以下32.まで同様であります。 

 売買目的有価証券（平成20年９月30日現在） 

 貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた 

 （百万円） 評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 154 △0 

 

 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年９月30日現在） 

 貸借対照表 時価 差額 うち益 うち損 

 計上額 （百万円） (百万円) （百万円） （百万円） 

 （百万円）   

国債 212,058 212,581 523 724 201 

社債 7,858 7,820 △37 － 37 

その他 4,146 4,098 △47 － 47 

合計 224,062 224,501 438 724 286 

（注）1.時価は、当期末における市場価格等に基づいております。 

2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。  
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 その他有価証券で時価のあるもの（平成20年９月30日現在） 

 取 得 原 価 貸借対照表 評 価 差 額 うち益 うち損 

 （百万円） 計上額 （百万円） （百万円） （百万円） 

  （百万円）   

株式 12,782 15,326 2,543 3,571 1,027 

債券 919,610 919,912 301 810 508 

国債 708,222 708,625 403 548 145 

地方債 54,044 54,003 △41 45 87 

社債 157,343 157,283 △59 216 275 

その他 47,361 41,940 △5,421 14 5,436 

合計 979,754 977,178 △2,575 4,396 6,972 

（注）1.貸借対照表計上額は、株式については当期末前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額によ

り、また、それ以外については、当期末における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上した

ものであります。 

   2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

30. 当期中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 売却額（百万円） 売却益の合計額 売却損の合計額 

  （百万円） （百万円） 

その他有価証券 321,228 1,702 7,332 
 

31. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額（平成20年９月30日現在） 

内容 金額（百万円） 

その他有価証券 

 非上場株式 7,217

 債券 263,718

 その他の証券 18,444
 

32. 

 

その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成20年９月30日現在） 

 １年以内 

（百万円） 

１年超５年以内

（百万円） 

５年超10年以内

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

債券 582,674 814,699 6,173 － 

国債 505,545 415,137 － － 

地方債 8,083 45,920 － － 

社債 69,045 353,641 6,173 － 

その他 24,132 14,287 15,802 8,973 

合計 606,806 828,987 21,975 8,973 
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33. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、793,957百万円であります。このうち、原契約期間が１年以内のも

の（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が752,047百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢

の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の中止又は契約極

度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有

価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、

必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

34. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は､それぞれ以下のとおりであります｡ 

 繰延税金資産 

  貸倒引当金               70,365百万円 

退職給与引当金              6,280 

その他                 10,787 

 繰延税金資産小計             87,433 

 評価性引当額              △ 8,547 

 繰延税金資産合計             78,885 

 繰延税金負債 

  繰延ヘッジ損益                   359 

 繰延税金負債合計                359 

繰延税金資産の純額             78,526百万円 

35. 当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前期における40.40％から40.60％

に変更しております。 

この法定実効税率の変更により、当期の「繰延税金資産」は385百万円増加し、「法人税等調整額」は同額

減少しております。 
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平成２０年４月 １日から  

第７９回事業年度 
 
 

平成２０年９月３０日まで 

 
損益計算書 

                     
（単位：百万円） 

科 目                         金 額              

   経 常 収 益                 
          資 金 運 用 収 益                
               貸 出 金 利 息 
               有 価 証 券 利 息 配 当 金 
               買 入 手 形 利 息 
              コ ー ル ロ ー ン 利 息 

               預 け 金 利 息  
               そ の 他 の 受 入 利 息 

          役 務 取 引 等 収 益                 
受 入 為 替 手 数 料 
そ の 他 の 役 務 収 益 

          特 定 取 引 収 益                 
商 品 有 価 証 券 収 益 
特 定 金 融 派 生 商 品 収 益 

          そ の 他 業 務 収 益                 
外 国 為 替 売 買 益 
国 債 等 債 券 売 却 益 

        そ の 他 経 常 収 益                 
株 式 等 売 却 益 
そ の 他 の 経 常 収 益 

   経 常 費 用                 
          資 金 調 達 費 用                 

債 券 利 息 
預 金 利 息 
譲 渡 性 預 金 利 息 
借 用 金 利 息 
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 
コ ー ル マ ネ ー 利 息 
売 現 先 利 息 
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 
そ の 他 の 支 払 利 息 

          役 務 取 引 等 費 用                 
支 払 為 替 手 数 料 
そ の 他 の 役 務 費 用 

          特 定 取 引 費 用                  
        特 定 取 引 有 価 証 券 費 用 

          そ の 他 業 務 費 用                 
債 券 発 行 費 用 償 却 
国 債 等 債 券 売 却 損 
金 融 派 生 商 品 費 用 
そ の 他 の 業 務 費 用 

          営 業 経 費                 
          そ の 他 経 常 費 用                 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
貸 出 金 償 却 
株 式 等 売 却 損 
株 式 等 償 却 
そ の 他 の 経 常 費 用 

経 常 損 失 
特 別 利 益 

固 定 資 産 処 分 益 
償 却 債 権 取 立 益 

特 別 損 失                 
固 定 資 産 処 分 損 

   税 引 前 当 期 純 損 失                 
   法人税、住民税及び事業税 
   法 人 税 等 調 整 額                 
   当 期 純 利 益                 
   前 期 繰 越 利 益                 
   当 期 未 処 分 利 益                 
 

 
   ９４,４０７ 
    ８４,４２６ 
    ８,１５５ 
        ３ 
         １９４ 
           １６９ 
        １,４５８ 
       ５,０８８ 
          ８５５ 
        ４,２３２ 
        ２,３３３   
            ０ 
    ２,３３３ 
        ２,２２１ 
           ５２８ 
        １,６９３ 
        １,３５９ 
            ９  
        １,３４９ 

      ３４,０９４ 
      ２８,０２２ 
       ５,０６９ 
          ９２ 
          ５０３ 
             ８０ 
           ２４６ 
            ３５ 
              １ 
            ４２ 
           ３０９ 
           １８７ 
           １２１ 
           ２ 
             ２ 
        ７,８００ 
          ４６ 
    ７,３２８ 
        ２２８ 
       １９６ 
      ３７,５２３ 
      ３０,０１０ 
      ２８,３０１ 
         ８   
             ４ 
         ４９６ 
       １,１９９ 

      
         ２ 
          ９９ 

 
      ２６４ 

 

１０５,４１１ 

                   
１０９,７４１ 

                  
    
          

   ４,３３０ 
       １０１ 

 
 

     ２６４ 
          

  ４,４９３ 
       ７３９ 
  △８,１００ 
  ２,８６７ 
    ４,１１０ 
   ６,９７７ 

 

 



 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 (注)1. 

2. １口当たり当期純利益金額 54銭 

3. 特定取引目的の取引については､取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を損益計算書上｢特

定取引収益｣及び｢特定取引費用｣に計上しております。 

特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は､当事業年度中の受払利息等に､有価証券､金銭債権等に

ついては前事業年度末と当事業年度末における評価損益の増減額を､派生商品については前事業年度末

と当事業年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 
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平 成 ２ ０ 年 度 剰 余 金 処 分 
 

（第７９回事業年度） 

平成２０年４月 １日から 

平成２０年９月３０日まで 

 

                                                                     （単位：円）  

当 期 未 処 分 利 益 

 
これを次の通り処分する。 

 

６,９７７,７３５,１８１

利 益 処 分 額 

利 益 準 備 金 

 

特 別 積 立 金 

 

組合出資配当金（年３分の割） 

２,４６０,９６８,５００

３００,０００,０００

４００,０００,０００

１,７６０,９６８,５００

次 期 繰 越 利 益 ４,５１６,７６６,６８１
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前記の通りであります。 
 
 

平成２０年１２月１６日 
 

株式会社 商工組合中央金庫 
 

 
代 表 取 締 役 社 長   関       哲   夫 

 
代表取締役副社長   杉   山   秀   二 

 
代表取締役副社長   木   村   幸   俊 

 
代 表 取 締 役 専 務   法 師 人       稔 

 
取締役常務執行役員   伊   藤       学 

 
取締役常務執行役員   安   倍       保 

 
取締役常務執行役員   山   本   和   茂 

 
取締役常務執行役員   新   保   昌   義 

 
取締役常務執行役員   野   村   清   二 
 
取締役常務執行役員   小   川   秀   樹 
 
取締役常務執行役員   森       英   雄 
 
取 締 役   山   口   信   夫 

 



 

 

 

 
 

平 成 ２０年 度 （第 ７９回 事 業 年 度 ） 

 

商工組合中央金庫法第３９条ノ２第３項に定める意見書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



商工組合中央金庫法第３９条ノ２第３項に定める意見書 
 

平成２０年１１月１７日 

株式会社商工組合中央金庫 

代表取締役社長  関 哲夫 殿 

株式会社商工組合中央金庫 監査役会 

常勤監査役（社外監査役） 白須光美 ㊞ 

常勤監査役        園田邦一 ㊞ 

非常勤監査役       大橋 清 ㊞ 

非常勤監査役（社外監査役）多比良誠 ㊞ 

 
 私たち監査役は、平成２０年度（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）におけ

る商工組合中央金庫の業務を監査いたしました。その結果につき、当監査役会は、監査役全員の

一致した意見として、株式会社商工組合中央金庫法附則第３６条の規定に基づき、商工組合中央

金庫法第３９条ノ２第３項に定める意見書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
１． 監査方法の概要 

監査役会及び各監査役（転換前の監事を含む。）は、取締役会（転換前の理事会を含む。）その

他重要な会議に出席するほか、業務執行状況に関する報告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、

主たる事務所及び主要な従たる事務所において業務及び財産の状況を調査し、また監査法人から

報告及び説明を受け、計算書類につき検討を加えました。 
 
２． 監査の結果 
（１）貸借対照表、損益計算書、財産目録及び事業報告書並びに附属明細書のうち会計に関する

部分については、監査法人の監査の方法及び結果も踏まえ検討した結果、金庫の財産及び損

益の状況を正しく示しているものと認めます。 
（２）財産目録及び事業報告書並びに附属明細書のうち会計に関する部分以外についても、法令

及び定款に従い、金庫の状況を正しく示しているものと認めます。 
（３）取締役（転換前の理事長、副理事長及び理事を含む。）の職務の執行に関する不正の行為又

は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。 
（４）剰余金処分案は、金庫の財産の状況その他の事情に照らし、指摘すべき事項は認められま

せん。 
以上 



 

 

 

 
 

平 成 ２０年 度 （第 ７９回 事 業 年 度 ） 

 

独立監査人の監査報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成20年11月13日 

株式会社商工組合中央金庫 
（旧名称 商工組合中央金庫） 

取 締 役 会  御 中 

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 佐々木 貴 司 ㊞ 

 
 

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 大 木 一 昭 ㊞ 

 
 

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 小 林 尚 明 ㊞ 

 

 

当監査法人は、貴社の委嘱に基づき、株式会社商工組合中央金庫（旧名称 商工組合中央金庫）の平成20年４月１日

から平成20年９月30日までの第79回事業年度の計算書類、すなわち、財産目録（会計に関する部分に限る。）、貸

借対照表、損益計算書、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び剰余金処分案並びに附属明細書（会計に関

する部分に限る。）について監査を行った。この計算書類及び附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から計算書類及び附属明細書に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に計算書類及び附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め全体としての計算書類及び附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の計算書類及び附属明細書（財産目録、事業報告書及び附属明細書は会計に関する部分に限

る。）が、商工組合中央金庫法及び商工組合中央金庫法施行規則に準拠して、当該計算書類及び附属明細書に係る

期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上   

 


